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物品課税に関する若干の考察

吉 田 義 宏

I はしがき

租税の転援と帰着に関する研究はケネーの「経済表jにみられるように

早くから展開されて来た。それは財政一租税研究では重要な研究課題の一

つであるO たとえば，直接税，間接税，利益説，能力説，租税負担および

所得分配に関する研究には，租税の転嫁と帰着についての研究が必要不可

欠である。

従来の伝統的議論においては，租税の転嫁は納税義務者が他者に租税負

担を移転することを意味しこの移転の方向や過程が重視されてきた。そ

こでは財の価格調整による消費者への転嫁(前方転嬢)，生産要素の価格

調整による生産要素所有者への転嫁(後方転嫁)等が考察されている。

またち帰着は転嫁の結果、租税負担が最終的に帰属することを意味して

いるO

しかし今日では転嫁概念よりも帰着概念が重視されてL、るO それは租

税の影響を経済の相互関係において考察し財政支出効果も帰着問題のー

っとして把握しようとするものであるO

さて，従来の転嫁論のほとんどは閉鎖経済を前提として展開された。そ
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こでは納税義務者あるいは担税者は課税区域内の居住者であり，課税区域

外の居住者への転按は無視されてきた。今日では，租税はある国の生産者

から他国の消費者に転嫁，すなわち租税の輸出が広くみられる。

小稿では，租税の輸出について，売上税と生産税の転嫁と帰着から検討

してみようとするものであるO そこで， IIにおいて，所得喪失と課税との

関係に注視し皿において，消費者および生産者に対する租税効果を吟味

する o lVにおいて，これらの分析を二国間経済に適用することが出来るの

で，その試みを行う。

E 所得喪失と課税との関係

小売段階における売上課税のために生ずる所得喪失と生産税との関係を

みよう。

所得喪失は要素所有者が自己のサーピス提供よりも少なく所得を受けと

ることによって，あるいは消費者が購入する生産物に多くを支払うことに

よって生ずるO この所得喪失は所得源泉面と所得使用面とから生ずるもの

と考えられるのであるO マスグレイブによれば，所得分配という見地から，

物品課税は所得源泉面に対して中立的であると仮定するO 幾何学上，物品

課税は所得使用面に対して中立的ではありえなし、。 したがって，伝統的議

論では，所得使用に対する租税効果の検討が重視される。この帰着は，次

のように図示されるO 図-1におし、て，縦軸には価絡 P が，横軸には需

要量 Q がはかられている。ここで， Sは供給曲線であり ，Dは需要曲線

であるO ただし課税単位は従量税とするO 売上従量税は需要曲線 D の

下方シフトをもたらす。すなわち D'曲線で示されるO その場合，均衡

価格は P.， 需要量は q' となるO この結果，所得使用面での所得喪失は

q'Cp'-P)の部分となり，所得源泉面での所得喪失は q'(P-Pn)の部分と

(4) R. H. Parks:“Theory of Tax lncidence: lnternatinal Aspects"， National Tax 

Journal， June， 1961， pp. 190~197 参照。

(5) Musgurave:ゐid.，ch. 15，訳書， 前提書 15章。
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なる。このことは，高い粗価格で生

産物を購入する人々と，低い純価

格で生産物を購入する人々との租

税負担を意味する。この租税負担

B は Bs+B.である O ただし Bs

D は所得源泉面での負担つまり ab

であり B.は所得使用面での負担

qノ q Q つまり ，bdであることを示す。こ

のBsと B.の合計 Bが租税収入 Tとなる。

さて， ここでは課税財の流通する市場に介入する人々が負う所得喪失を

決めることが問題であり，総所得喪失ではなし、。これを線型需要一供給関

数でみよう O

B./Bs は粗価格に対する純価格の変化率に等しし、。すなわち，所得喪

格と純価格の変化に比例するのであり， タールトンの云う需要 供給の弾力

性の問題であるO

この所得喪失は，開放経済を前提にし二地域における居住者一つまり

生産者および消費者ーの所得喪失のケースに置換えられるO ここで，Aと

B地域の生産者の所得喪失を PA，PB とし，AとB地域の消費者の所得

喪失を CA，CBとする O 従って，総喪失は PA十PB+CA十CBである O こ

れは，効域的にみれば，PA+CA， PB十EBで表わされるO また，要素使用

あるいは受領面でみれば PA十PB，CA+CBで表わされる。ここで，課税

は個別生産税と個別売上税に大別され，課税段階は生産および分配の最終

段階と考えるO さらに，完全競争市場が仮定されていることは云うまでも

ない。

(6) H. Dalton: Principle of Pub1ic Finance， 9th ed.， 1936， p. 73. 

(η ここでは，財の移動にともなう輸送費，関税，保険，輸出先選定費などは考慮し

ない。
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E 売上税と生産税の効果

(1) 消費者サイドにおける売上税の効果

ここで，購入サイドの経済(1)と経済(2)ι 売手サイドの経済同と経済白)

を考える。この経済において，従量税，従価税が賦課されるものとする。

図-llにおいて，D1 とDzは需要曲線を 5aとんは供給曲線を示

す。 Dcと5cは D1，Dz，5a，んから導出した合成の需要曲線と供給曲線

であるO 課税のない場合，価格と取引量はそれぞれ Dcと5cとの交点で

決まるO その場合，均衡価格は p，取引量は qで表わされるO この価格で

は ql'qzが消費され，qa， qbが生産されることを意味しているO

さて，経済(1)において， 消費サイドに売上税が賦課されると，需要曲線

Dj は D'j に移動する。図-llの C1から，課税財需要 DcD'cに移動す

るO この D'cと5cとの交点で価格と取引量が決まるO 産出量は q'であ

り，価格は〆であるが，このfは純価格を意味しているO この純価格は

生産者(a)と(b)の産出量を q'α と q'b に減少させることになる。同時に，

生産者に支払う純価格p'は消費者(2)が支払う粗価格でもあるO このため，

消費者(1)ば以前よりも高い価格で財を購入することになるO この課税対象

となった消費者(1)にとっては，純価格〆(=ι=C'b =p'Z)と純平均収入曲

線 D'lとが購入量 q'jを決め，支払い価格は戸からグ1になる O この結

果，租税収入は q¥(P¥ が)の部分となる。この租税収入のうち，q'(p'-

p)が経済(1)における消費者負担となり，残りの q'l(P-p') は二つの経済

の生産者と他の消費者の負担となる。 しかし非課税市場の消費者(2)は，

以前よりも安い価格で購入量 q'Z(P-P'l) を得ることが出来るので，課税

による利得があるO そこで，生産者の所得喪失は，課税市場の消費者負担

とならない課税額 q'j伊-p') と非課税市場の消費者利得額 q'z(p-pりの

合計額に等しいものとなるO また，取引総量 q'はq'l+q'z十q'a +q' bとな

(8) 売上従量税賦課は図-11で，売上従価税は図-illて、示されてし、る。
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図-11 経済(1)における売上従量税
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るO さて，租税負担の幾何学的帰着の決定については，経済(a)と経済(1)と

は同一であるとすると，経済制の租税負担は q¥(P'l-P) +q' a (C-Cつとな

り，経済(b)での租税負担はが2(P'-p)十q'b (C-Cりとなる。 (C-C')= (P-

P')であるから、経済(b)における所得喪失は負となる O すなわち，利得と

なるO 課税経済での租税負担は，たとえば q'2>q'bであれば，租税収入を

超過する。非課税経済であれば，他の経済で課税された財の消費はその生

産を超過する。それに，二経済での需要と供給とが一致する場合には，租

税の輸出;工生じなし、。

以上のことから，課税後の取引量を所得とすると，供給曲線が非弾力的

であればあるほど，生産者の租税負担は多くなり，課税財消費者の租税負

担は少くなるO 同様に，非課税財市場の需要が弾力的であればあるほど，

非課税財市場の需要は課税財市場の生産は減少する。また，課税財市場の

需要が弾力的であればあるほど，課税財の消費者の租税負担は少くなり，

非課税財の消費者の利得は多くなり，生産者の所得喪失は多くなる。

(幼 生産者サイドにおける生産税の効果

図-lVでは，従量課税の場合が示されてL、るO その場合，生産者の供給

曲線 Saは課税額だけ S'aに移動する。 このことを合成された作図で表

わすと，供給曲線 Scは課税額だけ S'cに移動する O この S'cとDcと

の交点で価格 P'が決まり，粗価格を示しているO

この粗価絡において，経済(1)と経済(2)の購入量が決まり，経済(a)と経済

(b)の生産量が決まる。

さて，図-lVにおいて，租税収入は q'a (p' -C' a)の部分であるO この租

税収入のうち、経済(1)で課税される財の生産者は q'a (p-C' a) の部分を負

担する。 また，q'a('-P) と非課税財の生産者の利得分 q'b (p'-ρ) とは

(9) もし，この経済(1)のケースにおいて，従価税を賦課した場合にも，同じ結果を得

ることができる。

帥従価税の場合は図-vで示されてL、る O 生産者の供給曲線 Sa~ì課税額だけ S'.

に移動する。
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消費者間が負担するO

いま，生産者と消費者が租税を負担する場合に生ずる所得喪失は，次の

ように，それぞれ線型式，徴分式で示すことが出来るO ここで Ytは消

費者所得，YC は需要所得，q'は税込生産量と税込消費量，pは粗価格，

C は平均費用，tは従量税額，r ~土従価税率を示すとする O

( i ) 消費者所得喪失

(a) 線型式

ddyte-ーョnF7dρ 「

d一dyre-一一2n，d4ρt 

(同微分式

d~c = q ~ρ 
dt .. dt 

d一dyre-一一ヨn -ddρ r 

(証) 要素所得の喪失

(a) 線型式

.:1Yt _ ~，.:1c 
ー .:1t一 一ヨ一d一←t 

.:1Yt _ ~，.:1c 
一d一r一 一ヨー.:1r

(b) 徴分式

dYt _ ~ dc 
一dt一一1 一dt 

dYt _ dc 
d;' = -q dr 

となる O

(従量税〉

(従価税〉

(従量税〕

(従価税〉

(従量税〉

(従価税)

(従量税〉

(従個税〕

この分析から，消費者や生産者の負担する価格を基に，従量課税，従価

課税を二国間経済に適用することができるO
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N 2国間経済への適応

そこで，次のように，記号を設定しよう o P1とあは経済(1)と経済(2)で

支払われる粗価格 Caと Cb は経済(a)と経済(b)の生産者が受け取る純価

格，q1とのは経済(1)と経済(2)で消費される量，ふとれは経済(a)と経

済(b)で生産される量P，f とc'は合成の需要一供給曲線の勾配であるO

二市場の需要曲線は

q1=q1(ρ1)， ρ1=ρ1(q1) 

q2=q2(P2)， T2=ρ2(q2) 

供給曲線は

qa=qa(Ca)， ca=ca(qa) 

qb=qb(Cb)， Cb=Cb(qb) 

需要一供給が均衡するための条件は

q1(ρ1)+q2(ρ2)=qa(Ca) +qb(Cb) (1) 

で式の次

O

今
l
h

る

衡

来

均
出

の
が

と

と

用
こ

費

る

の

す

そ

析

と
分
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を
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の
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も

る
の

よ

次

に
て

上

い

ム

ロ

士

元

用

税

税

税

税

場

を

量

価

価

量

の

と

式

従

従

従

従

税

衡

件

上

産

上

産

量

均

条

売

生

売

生

従

給

衡

上

供

。

均

)

O

U

η

亮

一

る

の

い

け

げ

伊

要

れ

こ

ω
需

さ一不

ρ1-t1=T2=Ca=Cb (2) 

(1)と(2)式から，んについて微分すると，

dρ ， dρ dCa ，~' dCb q'1 U;: 1 + q' 2 u;; 2 = q' a ~一色+q 一一一1 dt1 T '1 2 dt1 ='1 a (f{~-T '1 b dt1 
(3) 

帥 このむは経済(1)における売上に賦課される従量税を示す。
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(4) dCb _ dCa _ d.ρ2 d.ρ 
dt1 -(j石-dt1 -(j石ム

(4)を(3)に代入すると，

(5) (q'l + q' 2-q' a -q' b)坐L=q'2-q'a -q' b 
dt1 

(6) dρ1 _ q'2-q'a-q'b 
dt 1 q¥ +q'2-q' a -q' b 

， _ dq1 "" こで¥q'l= ~~1 ， P'一二笠王カミら
dP1' Y 1-dql 

ー
万一一

n
u
z
 

(7) 

同様に， (6)から，

t'l 

t'l- ρ'2C'aC'b 
ρ'2(C' a + C' b) -C' aC' b 

dρ1 
dt1 

さらに

(7a) dρ P'-[(T'l)/(t'l +ρ'2)]C' 
dt1 - P'-C' 

つまり，とは合成の需要一供給曲線の勾配である。

C'=立竺L
C' a十C'b

c' ここで、 P'と

P'=~'IP午
t¥十T'2' 

これらの関係は，次のように示される。

ql +q2 =qd， qa+qb=qs 

q'1+q'2=q'd， q'a+q'b=q's 

この q'，t'， C'の定義から，

P'=←ー 1一一.C'=一一 1一一
1 ， 1 ' 1 ， 1 
T' 1 . T' 2 C' a C' b 

課税財市場での価格変化について非課税財市場での費用，価格変化，

(4)式から得ることが出来る。

坐lc_l=坐三 dCa=豆Cb
dt 1 dt 1 dt 1 dt 1 

は，
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ρらC'aC' b 
ρ'2( c' a + c' b) -C' a C' b 
ρ九一 ρ'2C'aC'b 

(8) 

ρ'2( c' a + c b) -C' a C' b 

(8)より

dρ2 _C't'2/(ρ¥ +t'2) 
万石一一-p'-C'一 (8a) 

この(7a)と(8a)における需要一供給曲線の勾配から，価格変化の程度を

決めることが出来る。これを費用逓増の場合と費用逓減の場合とで考えて

みよう。まず費用逓増の場合，

δ(ゆddt1)/dt'1くo(i )， 
8(ゆddt)/8c'くo (iii)， 

8(d.ρddt1)/8t'2>0 (v)， 

δ(ゆddT1)/8t'2>0 (i i) 

δ(ゆddt1)/8t¥くo(iv) 

8(ゆddt1)J(]c'くo (vi) 

これらの式では，次のようなことが云える。他の事情に等しい限り，課

税市場における消費者の需要曲線の勾配が急であればあるほど，価格上昇

は高くなり，課税経済での課税財を購入する消費者の租税負担は増加す

る。かっ，非課税経済での消費者の利得は少なくなるO また，非課税市場

における需要曲線の勾配が急であればあるほど，消費者の租税負担は減少

し生産者の租税負担は増える。供給曲線の勾配が大きいと，消費者の租

税負担は減り，生産者の租税負担は増える。

費用逓減の場合については，非課税市場の需要曲線の勾配が合成供給曲

線の勾配より急である場合を除いて，上述と同様の結論が得られるO 非課

税市場での需要曲線の勾配の上昇は消費者ーの租税負担の減少をともなう。

(局生産従価税の場合

粗価絡と税込費用の均衡は

ca/l-ra=cb=ρ1=ρ2 

税率九について， (1)と (9)とを徴分すると，

dρ1 ， ~， d.ρ、 ，dCa ， ~， dc! q' 一一+q'2ーーと=q'a ~~a + q'b ~~~b 
1 ar;' '1 2ara = '1. dr~ ''1 b dra 

(9) 

(10) 
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(1-ra)互色村a
dρ2 _ CLρ1 _ dCbー
dr2 dra dr2 (1-ra)2 

(10)と(11)から

dCa _ C a(q' b -q'1 -q'2)/(1-r a) 
亙百一干1+q'2-q'b-江二五元τ

Ca ....1 

1一九プ一一一
一 (1-ra)C' bT' J;'2 _ r 
T百白日五)-T'1P'2 va 

一占~[C'-d云pJ
一[P(l-raJ示三]

(11)を(14)に代入して，

Ca C' bρ'1ρ'2 
dP1 _ d.ρ2 _ dCbー (1-r a ) [ C' b (ρ'1+T'2) -T'IP'2J 
瓦石一瓦石--(j万一一~1-瓦予'bþ'J;'_r'

c' b(ρ'1+ρ'2) -ρ'J;'2 -a 

(3) 売上従価税の場合

ρJ p' -C' c'p¥:，-l 
L ρ'1 +ρ'2 J 

一(1一川p'-C'( l-r1つT¥，) 
¥ T'1十T'2/

T1C' aC' bρ'2 
!!~= T'Z可IF万工C'aC' b 
r1 C' _C' ，b'. 
b'1(1-r 1)ー十 a bY Z 

b 2 ( C' a + C' b ) -C' a C' b 

(11) 

(12) 

(13) 

(14) 

(15) 

(16) 

(17) 
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T1C'っ T'2P'1十T'2

-(1-rl)P'-C'(I-r1---;:-，一色J
¥ t'1 +t'2 ) 

(必生産従量税の場合

(18) 

dCa _ c' a 
dta一 ρ'lt'2C' b一一 -"a
C' bCρFl十ρ'2)-ρ'1T'2

(19) 

ι一
川
町

(20) 

dTl _ rtρ2 _ dCbー ρ'1ρ'2C'b 
万万一瓦石--(jT-瓦事'2(c' a長云';)ζC'a記号び百干t'2)

(21) 

=P'~ιτー
C' a + c' b 
P'-C' 

(22) 

dC
aに関する費用逓増，費用逓減をみると，
dta 

費用逓増 費用逓減

iJ(dca/dta)iJc'aくO

iJ(dca/dta)iJt'1くO

iJ(dca/dta河内 >0
iJ(dTddta)iJc'aく0

iJ(ゆ ddta)iJt'1く0

iJ(ゆ ddta)dc'a >0 

く0，もしんくt'，O>もしん>ρF

>0 
く0

く0，もしめくt'，O>もしん>T'

>0 
く0

生産従量税の場合，粗価格と純{価格の変化が大きければ，課税市場の供

給曲線の勾配は小さくなり，非課税市場では大きくなるO 費用逓増の場合

には二市場とも需要曲線の勾配は急となる。費用逓減の場合には，価格変

化は小ざし課税市場での供給曲線の勾配は小さいものとなる。

生産従価税の場合にはも税率と価格とが従価課税で‘の価格変化に表われ

る場合を除いて同ーとなるO
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V あとがき

本稿における分析は従量税，従価税の売上税，生産税とが租税負担にど

のように作用するかを租税の輸出という視点からみたものであるO

この租税の輸出は国内における租税の転嫁と帰着とを二国聞の，しかも

生産国と消費国との関係で、みたものである。租税は誰が負担するかという

古くて新しい問題を輸出商品価格に添加された租税の経済効果でみること

は意味のある事であるO この租税の輸出効果は決して小さいものとは言え

ないであろう。また，これらは一般消費税導入の問題にも適用される。

※ 本稿の作成にあたり，本学の森井昭顕教授から種々のアドパイスを頂

戴しました。深謝致します。


